
－　平成30年度　連結財務書類の概要と分析　－

１．連結財務４表（概略版）

平成30年度決算にかかる連結財務４表（概略版）は、下記のとおりです。

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 260,070,596 固定負債 72,594,240

有形固定資産 245,383,178 流動負債 5,773,839
事業用資産 111,334,933
インフラ資産 128,704,815
物品 5,343,430

無形固定資産 10,174
投資その他の資産 14,677,244

流動資産 16,156,882 78,368,080
【純資産の部】

固定資産等形成分 270,790,655
余剰分（不足分） △ 71,406,822
他団体出資等分 △ 1,524,435

197,859,398
276,227,478 276,227,478

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

貸借対照表
（平成３１年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

（単位：千円）

経常費用 54,160,830

業務費用 26,552,279

人件費 6,866,437

物件費等 17,403,513

その他の業務費用 2,282,329

移転費用 27,608,551

経常収益 4,191,588

純経常行政コスト 49,969,243

臨時損失 2,988,957

臨時利益 10,391

純行政コスト 52,947,809

行政コスト計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 金額
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（単位：千円）

前年度末純資産残高 197,215,564

純行政コスト（△） △ 52,947,809

財源 47,509,551

税収等 27,245,535

国県等補助金 20,264,016

本年度差額 △ 5,438,258

本年度純資産変動額 643,834

本年度末純資産残高 197,859,398

純資産変動計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 金額

（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出 46,359,200

業務収入 45,703,951

臨時支出 2,914,827

臨時収入 2,838,962

業務活動収支 △ 731,113

【投資活動収支】

投資活動支出 14,918,529

投資活動収入 9,348,580

投資活動収支 △ 5,569,949

【財務活動収支】

財務活動支出 4,163,029

財務活動収入 6,602,800

財務活動収支 2,439,771

△ 3,861,291

8,426,939

4,567,129

前年度末歳計外現金残高 1,090

本年度歳計外現金増減額 △ 70

本年度末歳計外現金残高 1,020

本年度末現金預金残高 4,568,149

前年度末資金残高

本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成３０年４月１日　
至　平成３１年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



－　平成30年度　連結財務書類の概要と分析　－

平成30年度末の資産残高は276,227,478千円となり、対前年度比＋2,435,044千円の増となりました。

平成30年度末の負債残高は78,368,080千円となり、対前年度比＋1,791,210千円の増となりました。

この結果、平成30年度末の純資産残高は197,859,398千円となり、対前年度比＋643,834千円の増と

なりました。

276,227,478

78,368,080

197,859,398

273,792,434

76,576,870

197,215,564

資産

負債

純資産

２．資産・負債・純資産の推移

H30 H29 （千円）



－　平成30年度　連結財務書類の概要と分析　－

（１）事業用資産

固定資産のうち、市の庁舎や学校、公民館、市営住宅など公共サービスに供される資産で、一般会計等で保

有する資産のほか、国保診療所や魚市場など他の会計に属する資産や、消防庁舎や廃棄物処理施設などの

一部事務組合保有の資産（一部事務組合等の資産を構成団体ごとに按分したもの）、第三セクター保有

の資産も含まれます。

平成30年度末の残高は111,334,933千円となり、対前年度比＋10,575,452千円の増となりました。

増の主な要因は、新庁舎等複合施設の整備によるものです。

（２）インフラ資産

固定資産のうち、道路や河川、上下水道など社会基盤となる資産で、一般会計等で保有する資産のほか、

水道施設や下水道施設など他の会計に属する資産も含まれます。

平成30年度末の残高は128,704,815千円となり、対前年度比△695,238千円の減となりました。

道路整備の進捗により取得価格は増となった一方で、減価償却累計額の増がこれを上回ったことから、結果と

して前年度と比較して減となりました。

※減価償却累計額とは・・・

市の保有する資産に係る減価償却費（資産取得に要した支出を、その資産が使用できる期間（耐用年

数）にわたって費用配分したもの）の累計額のことを言います。この値が資産の取得価格に比して高い場合

は、資産の老朽化が進んでいることを表します。

（３）投資その他の資産

固定資産のうち、有価証券や出資金、基金（流動資産に属するものを除く）などの資産です。

平成30年度末の残高は14,677,244千円となり、対前年度比△5,280,284千円の減となりました。

減の主な要因は、復旧・復興事業等に充てるため、基金（特定目的基金）を取崩したことによるものです。

（４）流動資産

現金預金や基金（財政調整基金・減債基金）などの資産で、一般会計等で保有する資産のほか、国民健

康保険事業財政調整基金や介護保険財政調整基金も含まれます。

平成30年度末の残高は16,156,882千円となり、対前年度比△2,570,420千円の減となりました。

減の主な要因は、震災復興特別交付税の過年度交付分の精算や、子ども・子育て基金を創設したことや産

業振興基金への積み立てを行ったこと等により財政調整基金を取崩したことによるものです。

111,334,933

128,704,815

14,677,244

16,156,882

100,759,481

129,400,053

19,957,528

18,727,302

事業用資産

インフラ資産

投資その他の資産

流動資産

３．資産の推移（主な項目別）

H30 H29 （千円）
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平成30年度末の資産の内訳は、上記のとおりです。

「有形固定資産」（「事業用資産」、「インフラ資産」、「物品」を加えた資産）の割合が全体の88.8％を占め

ています。

また、この中でも道路や河川、上下水道施設などの社会基盤を指す「インフラ資産」が最も高い割合となってい

ます。

「投資その他の資産」の割合は全体の5.3％となっていますが、このうち基金（特定目的基金）の額は

13,646,217千円で、「投資その他の資産」の93.0％を占めています。基金の残額は、東日本大震災復興

交付金基金や東日本大震災復興基金など復旧・復興事業へ充当するために設置した特定目的基金により

東日本大震災以後、一時的に増加しましたが、復旧・復興事業の進捗に伴い毎年度減少しており、今後も

継続して減少することが見込まれます。また、「投資その他の資産」の割合もこれに伴って減少することが見込ま

れます。

「流動資産」の割合は全体の5.8％となっていますが、このうち基金（財政調整基金・減債基金）の額は

10,433,718千円で、「流動資産」の64.6％を占めています。

111,334,933
40.3%

128,704,815
46.6%

5,343,430
1.9%

14,677,244
5.3%

16,156,882
5.8%

４．資産の内訳

事業用資産 インフラ資産 物品 投資その他の資産 流動資産

（千円,％）
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（１）固定負債

地方債や退職手当引当金などの負債です。

平成30年度末の残高は72,594,240千円となり、対前年度比＋2,867,337千円の増となりました。

このうち「地方債」の額は51,763,954千円となり、対前年度比＋2,629,385千円の増となりました。

「地方債」の増の主な要因は、新庁舎等複合施設の整備や、復興関連事業に伴うインフラ整備などにより発

行した地方債の増によるものです。

（２）流動負債

地方債（１年以内償還予定のもの）や賞与等引当金、未払金などの負債です。

平成30年度末の残高は5,773,839千円となり、対前年度比△1,076,128千円の減となりました。

72,594,240

5,773,839

69,726,903

6,849,967

固定負債

流動負債

５．負債の推移（主な項目別）

H30 H29 （千円）
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※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

（平成31年3月31日現在の人口：52,379人）

６．住民一人当たり貸借対照表

連結財務書類における貸借対照表を市民一人当たりで表したものです。

平成30年度末現在における市民一人当たりの資産額は5,274千円、負債額は1,496千円、純資産額は

3,777千円となりました。
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 4,965 固定負債 1,386

有形固定資産 4,684 地方債 988
事業用資産 2,126 長期未払金

土地 894 退職手当引当金 113
立木竹 55 損失補償等引当金
建物 2,402 その他 285
建物減価償却累計額 △ 1,360 流動負債 110
工作物 280 1年内償還予定地方債 77
工作物減価償却累計額 △ 151 未払金 24
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金 8
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他 1
その他 1,496
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 6 固定資産等形成分 5,170

インフラ資産 2,456 余剰分（不足分） △ 1,363
土地 80 他団体出資等分 △ 30
建物 96
建物減価償却累計額 △ 44
工作物 4,981
工作物減価償却累計額 △ 2,881
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定 224

物品 289
物品減価償却累計額 △ 187

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産 281
投資及び出資金 9

有価証券 3
出資金 6
その他

長期延滞債権 4
長期貸付金 7
基金 261

減債基金
その他 261

その他
徴収不能引当金

流動資産 309
現金預金 87
未収金 20
短期貸付金 1
基金 200

財政調整基金 143
減債基金 57

棚卸資産 1
その他
徴収不能引当金
繰延資産 3,777

5,274 5,274資産合計 負債及び純資産合計

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
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行政コスト計算書における経常費用の内訳は、上記のとおりです。

職員給与費や議員報酬など≪ヒトにかかるコスト≫である「人件費」は6,866,437千円となり、経常費用全体

の12.7％を占めています。

物件費や維持補修費、資産の減価償却費など≪モノにかかるコスト≫である「物件費等」は17,403,513千円

となり、全体の32.1％と経常費用の中で２番目に大きい割合を占めています。保有する施設数が多い団体ほ

ど、この割合は高い傾向にあります。

地方債償還利息などの「その他の業務費用」は2,282,329千円となり、経常費用全体の4.2％を占めていま

す。

補助金や負担金、社会保障給付費などの「移転費用」は27,608,551千円となり、全体の51.0％と経常費

用の中で最も大きい割合を占めています。国民健康保険事業による医療給付費、介護保険事業による介護

サービス給付費、後期高齢者医療給付費などもこの費用に含まれます。

6,866,437
12.7%

17,403,513
32.1%

2,282,329
4.2%

27,608,551
51.0%

７．行政コスト計算書における経常費用の内訳

人件費 物件費等 その他の業務費用 移転費用

（千円,％）
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27,245,535

20,264,016

△ 5,438,258

643,834

197,215,564

△ 52,947,809

８．純資産の変動内訳

197,859,398

平成30年度中の純資産の変動内訳は、上記のとおりです。

期中の「純行政コスト」（経常費用及び臨時損失から経常収益及び臨時利益を控除した金額）に対し、市

税や地方交付税などの「税収等」及び「国県等補助金」の額が5,438,258千円下回っており、差額分は基金

からの取崩しや地方債の発行等により賄われたことになります。

固定資産等の取得、除却等の変動を加えた「本年度純資産変動額」は＋643,834千円となり、この結果、

本年度末の「純資産残高」は197,859,398千円となりました。

国県等補助金（Ⓓ）

本年度差額（Ⓓ（Ⓑ＋©＋Ⓓ））

本年度純資産変動額（Ⓔ）

本年度末純資産残高（Ⓕ（Ⓐ＋Ⓔ））

前年度末純資産残高（Ⓐ）

純行政コスト（△）（Ⓑ）

税収等（©）

項　　　目 金　額（千　円）
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前年度末資金残高（Ⓐ）

業務支出及び臨時支出（△）

業務収入及び臨時収入

金　額（千　円）

8,426,939

△ 49,274,027

48,542,913

財務活動収支（Ⓓ）

財務活動収入

財務活動支出（△）

投資活動収入

△ 731,113

△ 14,918,529

9,348,580

投資活動収支（©） △ 5,569,949

△ 4,163,029

投資活動支出（△）

業務活動収支（Ⓑ）

９．資金収支の内訳

6,602,800

平成30年度中の資金収支の内訳は、上記のとおりです。

「業務活動収支」は△731,113千円となりました。

「投資活動収支」は△5,569,949千円となりました。マイナスとなった主な要因は、中心市街地拠点施設整

備事業をはじめとする市単独の建設事業、公営企業会計での建設改良費などによるものです。

「財務活動収支」は＋2,439,771千円となりました。地方債の償還支出を新規発行額が上回ったことになり

ますが、中心市街地拠点施設整備事業にかかる合併特例債の発行が増となったことが大きな要因となりまし

た。

2,439,771

項　　　目

本年度資金収支（Ⓔ（Ⓑ＋©＋Ⓓ））

本年度末資金残高（Ⓖ（Ⓐ＋Ⓔ＋Ⓕ））

△ 3,861,291

1,481比例連結割合変更に伴う差額（Ⓕ）

4,567,129

1,090前年度末歳計外現金残高（Ⓗ）

△ 70

4,568,149本年度末現金預金残高（Ⓙ（Ⓖ＋Ⓗ＋Ⓘ））

本年度歳計外現金増減額（Ⓘ）
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（1）歳入額対資産比率＜資産合計／歳入合計＞

（単位：年）

H29 H30 増減

3.3 3.8 0.5

（2）資産老朽化比率＜減価償却累計額／償却資産取得価格等＞

（単位：％）

H29 H30 増減

57.6 57.2 △ 0.4

（3）純資産比率＜純資産／資産＞

（単位：％）

H29 H30 増減

72.0 71.6 △ 0.4

平成30年度の当該数値は57.2％となりました。

分子である減価償却累計額は対前年度比＋7,882,571千円の増、分母である償却資産の残高（簿価）

は対前年度比＋16,653,368千円の増となりましたが、分母の増の比率が高かったため、対前年度比で△

0.4％の減となりました。

復旧・復興事業により施設整備が進んでいる一方で、償却資産の老朽化が進んでいることから、比率改善を

継続するために、施設の適正配置や計画的な更新等が求められます。

平成30年度の当該数値は71.6％となりました。

分子である純資産は対前年度比+643,834千円の増、分母である資産は対前年度比＋2,435,044千円

との増となり、結果として対前年度比で△0.4％の減となりました。

減の主な要因は、新庁舎等複合施設の整備などによる地方債（負債）の増によるものです。

当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成されたストックとしての資産が、

歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の度合いを測ることができます。

平成30年度の当該数値は3.8年となりました。

分子である資産合計は対前年度比＋2,435,044千円の増、分母である歳入合計は対前年度比△

11,110,124千円の減となったことから、結果として対前年度比で＋0.5年の増となりました。

増の主な要因は、新庁舎等複合施設の整備などにより資産が増となった一方、国県支出金の減などにより歳

入合計が減となったことによるものです。

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出することで、耐用年数

に対して資産の取得からどの程度経過（老朽化）しているのかを全体として把握することができます。

資産合計に占める、純資産の比率を表します。企業会計における自己資本比率に相当するもので、この比率

が高いほど、財政状態が健全であるといえます。

１０．主な指標の推移
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（4）社会資本形成における将来世代の負担割合＜地方債／有形・無形固定資産＞

（単位：％）

H29 H30 増減

17.8 18.1 0.3

（５）行政コスト対税収等比率＜純行政コスト／税収等＞

（単位：％）

H29 H30 増減

113.1 111.4 △ 1.7

（６）受益者負担の割合＜経常収益／経常費用＞

（単位：％）

H29 H30 増減

7.3 7.7 0.4

平成30年度の当該数値は7.7％となりました。

分子である経常収益は対前年度比△248,624千円の減、分母である経常費用は対前年度比△

7,031,463千円の減となり、＋0.4％の増となりました。

増の主な要因は、経常収益の減に比して、平成28年台風10号にかかる災害復旧事業の減などにより、分母

となる経常費用の減が大きくなったことによるものです。

社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形成割合（公共資産等形成充当負債の割合）を

算出することにより、社会資本等形成にかかる将来世代の負担の比重を把握することができます。

平成30年度の当該数値は18.1％となりました。

分子である地方債は対前年度比＋2,593,773千円の増、分母である有形・無形固定資産は対前年度比

＋10,285,748千円の増と、分子・分母ともに増となり、結果として対前年度比で＋0.3％の増となりました。

増の主な要因は、新庁舎等複合施設の整備による有形固定資産の増によるものです。

税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を算出することによって、当該年度の税収等のうち、どれだけ

が資産形成を伴わない行政コストに費消されたのかを把握することができます。この比率が100％に近づくほど

資産形成の余裕度が低いといえ、さらに100％を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩されたことを表しま

す。

平成30年度の当該数値は111.4％となりました。

分子である純行政コストは対前年度比△9,077,789千円の減、分母である税収等は対前年度比△

7,330,150千円の減となり、結果として対前年度比で△1.7％の減となりました。

減の主な要因は、国県等補助金の減などによるものです。

行政コスト計算書の経常収益は、使用料や手数料などの行政サービスに対する受益者負担の金額を指すこと

から、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を算出することが

できます。
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（７）基礎的財政収支

　＜支払利息支出を除く業務活動収支＋基金積立支出、取崩収入を除く投資活動収支＞

（単位：千円）

平成30年度の当該数値は△10,341,989千円となりました。

業務活動収支については対前年度比△3,793,693円の減、投資活動収支は対前年度比△297,037千

円の減となり、結果として対前年度比で△4,090,730千円の減となりました。

減の主な要因は、新庁舎等複合施設の整備費が増加したことや、公営企業会計において平成29年度の未

払金を支出したことなどによるものです。地方単独事業による大規模な建設事業や災害復旧事業を実施する

場合、多額の地方債を必要とするため、基礎的財政収支の赤字が一時的に増加しますが、事業の終了ととも

に赤字は減少に転じる見込みです。

△ 4,090,730

増減

△ 10,341,989

H30

△ 6,251,259

H29

支払利息支出を除く業務活動収支と基金積立支出、取崩収入を除く投資活動収支の合算を算出することに

より、地方債等の元利償還額等を除いた支出や地方債発行収入等を除いた収入のバランスを示す指標で、こ

のバランスが均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債等の

比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえます。


